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(57) Abstract: The invention attempts to provide a new and unconven
[図1] tional acoustic space; the basic concept i s t o provide an acoustic space

10 which realizes the movement of sound fixim inside the human body t o
outside of the human body, or reversely, from outside o f the human body
to inside o f the human body. A sound output device mountable near the
ear i s used as the output means for internal sound positioned m the hu
man head, and an externally located sound output device i s used as the音声信号発生機器
output means for external sound; the spatial effect o f the sound i s imple
mented as the acoustic space between inside and outside of the body.
The acoustic conversion device i s provided with a sound signal genera
tion device (12), at least one internal sound output device (16) mount -
able near the ear o f a listener, and at least one external sound output de
vice (14) positioned at a distance fixim the listener. The internal sound
output devices and the external sound output devices are capable of si

外部音声出力機器 内部音声出力機器 multaneous output, and said devices output different sound information
such that the listener can listen t o sound from the internal sound output
device (16) and the external sound output device (14).

12 Sound signal generation device

14 External sound output device (57) 要約： 【課題】 従来に無い新 たな音響空間を提供す

16 Internal sound output device ることを目的 と した提案で あ り、基本的な概念 は、人間の
人体 内部か ら人体外部へ、 あるいはその逆 に人間の人体外

部か ら人体 内部への音声の移動 を実現す る音響空間を提示す る ことを 目的 とす る。 【解決手段】 耳
近傍 に装着可能 な音声 出力機器 を用 いて人間の頭部 内に定位す る内部音声の 出力手段 と し、外部 に置か
れた音声出力機器 を外部音声の出力手段 と して、音声の空間的な効果 を人体 内部 と人体外部 との音響空
間 と して実現す る。音声信号発生機器 1 2 と、聴取者の耳近傍 に装着可能な少な くとも 1 つの 内部音声
出力機器 1 6 と、聴取者か ら離れ た位置 にある少な くとも 1 つの外部音声出力機器 1 4 とを備 え、内部
音声出力機器 と外部音声出力機器 を同時に出力可能 と して異な る音声情報 を出力 し、内部音声 出力機器

6 と外部音声出力機器 1 4 よ り音声 を聴 く音響変換装置。



明 細 書

発 明の名称 ：音響変換装置

技術分野

[0001 ] 本発 明は音声信号再生装置 で発生す る音声信号 を変換す る音響変換装置 に

係 り、人体外部 における空間的な外部音響効果 とともに、人体の内部 に定位

す る内部音響効果 を重畳す る新たな音響空間 を提供す る音響変換装置 に関す

る。

背景技術

[0002] 人の声だ けでな く、音楽や 自然音 を含んだ様 々な音源か らの音 （以下、音

声 と記す） を再生す る方法 については、その再生域 を広 げ、よ りリアルで臨

場感の ある音響空間 を提供す るための様 々な方法が提案 され ている。

[0003] 最 も簡単な方法 と して音声再生装置か ら 1 つのス ピー カを通 して音声 を出

力 して聴 く方法が あ り、また、映画や音楽再生な どで使用 され ているよ うな

、音声の水平方 向の位置 を制御 し、左右 に配置 した 2 つのス ピー カか ら左右

の音 を出力す るステ レオ システムでの音響空間 を提供す る方法 もある。 さら

には、よ り迫 力ある臨場感 を効果的に提供す るために、立体音響ス ピー カシ

ステム と して、ユーザの前方左右のス ピー カを 2 つ、後方左右のス ピー カを

2 つ、セ ンタス ピー カを 1 つ配 して、全部で 5 つのス ピー カでなるシステム

を設置す る こと、 さらにサ ブウー ファス ピー カを加 えて全部で 6 つのス ピー

力か らなるシステム を設置す る ことで立体 的な音響空間 を提供す る方法が あ

る。

[0004] 立体音響 システムには、各ス ピー カの位置 には 1 つのス ピー カに留ま らず

複数のス ピー カによ り音域の再生範囲 を広 げ、よ り臨場感の ある効果的な音

響空間 を提供す る工夫 もされ ている。 さらには、各ス ピー カの出力す る音声

信号 に対 して適 当な反射音や残響音 を付加 して、 自然な広が り感ゃ遠近感 を

得 る ことができるよ うに信号処理 を施す技術 も開示 され ている （例 えば特許

文献 1 、 2 等参照）。



[0005] また、外部の音を遮断して聴取者がパーソナルユースとして楽しむときは

、ィャフォンやヘッドフォンを装着して聴くことも行われている。この場合

は、より自然に近い音を両方の耳に出力するために、バイノーラル録音され

た音声信号を使用する方法がある。バイノーラル録音は、人間が聴く音を、

音源から左右の耳に直接届く音波だけでなく、聴取者自身の耳たぶや体の各

部によって複雑に回折、反射した音波もすベてそのまま記録する方式である

。そして、その録音した音を左右の耳にィャフォンで聴かせれば、録音時と

同じ音場を感じることができる （例えば、特許文献 3 等参照）。

[0006] 最近では、携帯電話、携帯用音楽プレーヤや携帯用ゲーム機等、移動用端

末機器が広く普及してきている。これらの機器は携帯用であるため、その物

理的な制約から内蔵スピーカは 1 つの場合が多く、内蔵スピーカで聴く場合

はモノラルで音声を再生する。一方、ィャフォンを使用した場合は、左右の

ィャフォンからステレオ音を出力して楽しむことが多い （例えば、特許文献

4 等参照）。

[0007] 視覚的に外界と遮断できる映像表示装置を用い、別の空間を体験できる 3

次元空間再現システムについても取り組みが進んでいる。例えば、映像を表

示するための H M D ( H e a d M o u n t e d D i s p l a y ) と呼ば

れる顏面に装着できる小型映像表示装置と、音声信号を出力するための機器

とその制御装置から成るシステムである。視覚的に外界を遮断し、立体的な

映像を表示することが可能であるため、容易に他の空間を仮想体験できるが

、音声出力機器はステレオ音源に留まっていた。 （例えば、特許文献 5 等参

昭 ）

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開平 6 _ 8 9 3 9 9 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 5 _ 1 8 4 1 4 0 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 7 _ 2 3 5 9 2 0 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 9 _ 1 9 4 9 3 2 号公報



特許文献 5 ：特開平 6 — 2 6 9 0 9 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 従来の音声再生システムは、いかに立体的な音響空間を提供 し、臨場感の

ある音声を再生 させて聴取者に提供するかに重点が置かれていた。よ り自然

な形での 3 次元的な音響空間である。 これ らの音声再生システムは、外部の

音をいかに効果的に耳に伝 えるかに主眼があった。

[001 0] 本発明は、従来に無い新たな音響空間を提供することを目的とした提案で

あ り、基本的な概念は、音声が人間の人体内部か ら人体外部へ、あるいはそ

の逆に人間の人体外部か ら人体内部へ移動する効果を実現する音響空間を提

示することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 ] 本発明では、耳近傍 に装着可能な音声出力機器 を人間の頭部内に定位する

音声 （内部音声）の出力手段 とし、外部に置かれた音声出力機器 を人間の外

部に定位する音声 （外部音声）の出力手段 とし、それ らを合わせて使用する

ことで、人体内部 と外部 とを含めた音響空間の中で音声を提示する。

[001 2] 本発明におる音響変換装置は、音声信号発生機器 と、聴取者の耳近傍 に装

着可能な少な くとも 1 つの内部音声出力機器 と、聴取者か ら離れた位置にあ

る少な くとも 1 つの外部音声出力機器 とを備 え、内部音声出力機器 と外部音

声出力機器 を同時に出力可能 として異なる音声情報 を出力 し、内部音声出力

機器 と外部音声出力機器 よ り音声を聴 く音響変換装置である。

[001 3] 音声信号発生機器は、ステ レオ音声再生装置や A M F M ラジオ受信機等

でよ く、少な くとも再生 され る外部音声信号 と内部音声信号の 2 チャンネル

以上の音声信号源 を有する装置であることが必要である。

[001 4] 外部音声出力機器は、具体的にはス ピーカを使用する。聴取者の外部に定

位する音声源であることか ら外部音声出力機器 としている。

[001 5] 内部音声出力機器は、具体的にはィャフォンまたはへ ッ ドフォンで実現 さ

れ る。即ち、耳近傍 に装着 して両方の耳に同時に音声を出力すれば、人間は



音声が頭部内に定位するように聴 くことができる。従 って、人体内部での音

声 として聴 き取ることになる。

[001 6] 内部音声出力機器は、外部音声出力機器 と併用 され るため、外耳道を密閉

する構造ではな く、内部音声出力機器 としての機能に加えて、外部の音声 も

耳の鼓膜まで伝 えることが必要 とされ る。 このため、オー プンエア型 （開放

型）のィャフォンまたはヘ ッ ドフォンが好ま しい。ただ し、オー プンエア型

とは、必ず しも鼓膜 とィャフォンまたはへ ッ ドフォン外部 とが空隙で繋がれ

ている必要は無 く、例 えば、布等で通気口が覆われていてもよい。外部の音

を鼓膜まで伝 えることができる機能があればよい。

[001 7] 内部音声発生機器 として理想的な機器のひとつとして、骨伝道ィャフォン

がある。骨伝道ィャフォンは、耳近傍の頭蓋骨に、音声信号などの振動を直

接与えて、直接聴覚神経に音を伝 えるィャフォンである。音声信号発生機器

か らの音声信号 を、外部の騒音に妨害 されずに聴 き取ることが出来るほか、

耳を開放 してお くことが出来るため、骨伝導ィャフォンで音を聴 きなが ら耳

か ら入 って くる外部音 も容易に聴 くことが出来る。

[001 8] 音声信号発生機器 と内部音声出力機器の接続は、ワイヤ レス通信 として煩

雑な配線 コ一 ドをな くす こともできる。

[001 9] このように、外部音声出力機器に加えて、内部音声出力機器によ り人体内

部に定位する音声を併用することで、従来にない新たな音響空間を提供する

ことができる。勿論、外部音声出力機器は、単体でのス ピーカ音声出力だけ

でな く、聴取者の前方左右 と中心部の 3 つのス ピーカとサ ブウー ファス ピー

力、さらに聴取者の後方左右にス ピーカを配置 した立体音響空間はそのまま

利用できる。 このような立体音響空間に、さらに、音声を人体内部に定位 さ

せることができる内部音声出力機器 を設 けることで、従来にない効果を持 つ

た音響空間が実現できる。

[0020] 本発明による新たな音響空間を提供するためには、内部音声出力機器用の

音声を用意 して音声信号のチャネルを増加することになるが、従来の音声再

生システム機器 を変換することでも実現可能である。ステ レオタイプの 2 チ



ヤンネルの音声信号 を発す る従 来の音声信号発 生機器 において、 いずれ か一

方の音声信号 を、左右 の外部音声 出力機器 に同時に供給 し、他 の一方の音声

信号 を前記 内部音声 出力機器 に供給す る。 これ によ り、聴取者外部の左右 の

音響空間か ら、聴取者 の外部 と内部 とい う音響空間 に変換 され 、従 来 とは異

な る音響空間で音 を聴取 で きる。

[0021 ] さ らに、音声信号発 生機器 は、 3 つ以上の音声信号 を発 生 し、複 数の音声

信号 の うち、少 な くとも 1 又 は 2 の音声信号 を前記 内部音声 出力機器 に供給

して もよい。例 えば、聴取者前方の左右及 び中央のス ピー カ と聴取者後方の

左右 のス ピー カに音声信号 を発 生す る複 数の音声信号 の うち、少 な くとも 1

又 は 2 の音声信号 を内部音声 出力機器 に供給す る ことで実現 して もよい。即

ち、従 来の音声発 生機器 に備 え られ て いる複 数の音源 か らの音声信号 の うち

の 1 又 2 つの音声信号 をィャ フォンまた はへ ッ ドフォンへの音声信号 と して

、聴 くことがで きるよ うに した音響変換装置 で ある。

[0022] 従 来、携帯電話 、 ラジオ 受信機 、音楽 プ レーヤ又 はゲーム機等の携帯用

機器 では、音声 を聴 くときには、内蔵 ス ピー カで聴 く力、、ィャ フォンプラグ

にィャ フォンまた はへ ッ ドフォンの接続 コー ドを差 し込んで聴 く力、、音声 出

力機器 を切 り替 えて聴 くのが一般 的で ある。 この よ うな携帯用機器 に関 して

も本発 明は適用 で きる。外部音声 と内部音声 による音響空間 を提供す るため

に、ィャ フォンプラグに接続 コー ドを差 し込んで いる場合 、ィャ フォンまた

はへ ッ ドフォンか ら 1 つの音声信号 を出力 し、他 の音声 を内蔵 ス ピー カか ら

出力で きるよ うに切替部 によ り切 り替 え可能 とす る ことによ り実現 で きる。

[0023] 外部音声 出力機器 と内部音声 出力機器 とでは、音声の再現特性が異 な る。

例 えば、ス ピー カか らの外部音声 は、その環境 にお ける残響 をも含み 、また

、ス ピー カか ら聴取者 までの音声伝播 時間 による遅延 も生ず る。出力機器 に

依存す る周波数特性 に見 られ るよ うに音声再現域 も異 な る

提 示す る音声の音質 をあわせ るため には、内部音声 出力機器 に送 られ る音

声信号 に、外部音声 に近似 した残響効果や、外部音声の伝播 時間 に合わせた

遅延等の信号補 正 をす る ことも効果的で ある。



[0024] 外部音声出力機器と内部音声出力機器との周波数特性を合わせるためには

、いずれか音声再現性の良い方に低域通過型フィルタを設けて高音域をカツ

卜して、他の音声出力機器の音声再現域との整合性をとつてもよい。内部音

声出力機器は、具体的にはィャフォンやヘッドフォンであり、外部出力機器

としてはスピーカであり、機器に依存 して周波数特性は決まってくる。従つ

て、一方に低域通過型フィルタを設け、そのカットオフ周波数を可変として

、外部音声出力機器と内部音声出力機器との周波数再現域を調整できるよう

にする。

[0025] ィャフォンやへッドフォン等は小型の機器であり、特に低音再現性はスピ

一力と比べて一般的に劣る。このため、内部音声出力機器への内部音声信号

の低周波数領域を内部音声低域通過型フィルタで取り出して、その信号を外

部音声出力機器に加えて、外部音声出力機器から内部音声の一部を出力させ

る。ィャフォン等の周波数特性に合わせると、外部音声 （特に低周波領域）

が大幅に劣化することになるが、この操作により、内部音声信号のィャフォ

ンでは再生できない低い周波数領域を外部音声で補うことができる。内部音

声低域通過型フィルタのカツトオフ周波数は、内部音声出力機器が再現でき

ない低周波数領域の特性に合わせて調整し、さらには、人体内部に定位させ

るために、遠近感に対する信号処理を効果的に行ってからスピーカから出力

し、内部音声としての機能を分担させる。

[0026] 音声信号発生機器は、動画像を含む画像情報の出力画面を備えることもで

き、この場合、出力画面を音源とする音は、外部音声出力機器から音声が出

力され、出力画面のアナウンサーの音声や解説者の音声などの出力画面を音

源としない音声を、内部音声出力機器から出力することにより出力画面のァ

ナウンサーや解説者と一体となった効果的な音響空間を提供できる。場合に

よっては、逆にして、出力画面を音源とする音を内部音声出力機器から出力

し、出力画面のアナウンサーの音声や解説者の音声などの出力画面を音源と

しない音声を外部音声出力機器から出力することで、画面との一体感を生み

出す効果も期待できる。



[0027] 音声信号発生機器は、立体テ レビとすることで、画像の立体感 とともに、

人体外部か ら人体内部への迫力ある音響空間が実現できる。

[0028] 近年のディジタル技術や映像ディスプレイ技術の発展は目覚 しく、外界 と

視覚を遮断 した 3 次元空間再現システムも提案されている。例 えば H M D (

H e a d M o u n t e d D i s p l a y ) と呼ばれる頭部装着ディスプ

レイである。 H M D は頭部に装着 して、顔面に小型映像表示機器を配置 して

、音声出力機器によ り音声を出力するが、立体的な映像表示とともに音声の

立体化も望まれ、外部に配置するス ピーカと人体に装着するへ ッ ドフォン等

によ り、外部音声出力機器 と内部音声出力機器を構成 し、従来に無い立体的

な音響空間を提供することができる。

発明の効果

[0029] 本発明による音響変換装置によれば、音声が聴取者外部に定位 される音声

出力機器に加えて、聴取者内部に定位 される内部音声出力機器を備えている

ので、新たな音響空間が実現でき、従来に無い音響効果が得 られる。また、

既存の音声再生システムにおいても、複数の音声出力信号を外部音声出力機

器 と内部音声出力機器に振 り分けて出力させることで、全 く異なる音響効果

を実現することができる。

図面の簡単な説明

[0030] [図1] 本発明による音響変換機装置の基本的な概略図。

[図2] 音声信号発生装置 と、 1 つの外部音声出力機器 と 1 つの内部音声出力機

器による具体的な音響変換装置のブロック図。

[図3] つの外部音声出力機器 と 1 つの内部音声出力機器による音響変換装置

を利用 した具体的な概念図。

[図4] 本発明を適用 した、 2 チャンネルの外部音声出力機器 と 2 チャンネルの

内部音声出力機器を備えた音響変換装置のブロック図。

[図5] 2 チャンネルの外部音声出力機器 と 2 チャンネルの内部音声出力機器を

備えた音響変換装置を利用 した具体的な概念図。

[図6] 本発明を適用 した、複数の音源を有 し立体音響空間を構成する外部出力



機 器 と 2 チ ャ ンネ ル の 内部 音 声 出 力機 器 を備 えた 音 響 変 換 装 置 の ブ ロ ック 図

[ 図 7 ] 複 数 の 音 源 を有 し立 体 音 響 空 間 を構 成 す る外 部 出 力機 器 と 2 チ ャ ンネ ル

の 内部 音 声 出 力機 器 を備 えた 音 響 変 換 装 置 を利 用 した 具 体 的 な概 念 図 。

[ 図 8 ] 2 チ ャ ンネ ル の 音 声 出 力機 器 を有 す る従 来 の ス テ レオ シス テ ム の プ ロ ッ

ク 図 。

[ 図 9 ] 2 チ ャ ンネ ル の 音 声 出 力機 器 を有 す る従 来 の ス テ レオ シス テ ム に 対 して

、 一 方 の 音 声 をへ ッ ドフ ォ ン に供 給 した 音 響 変 換 装 置 の プ ロ ック 図 。

[ 図 10 ] 従 来 の 前 方 と後 方 に音 声 出 力機 器 を配 す る立 体 音 響 空 間 で の 音 声 出 力

の うち 、 後 方 2 チ ャ ンネ ル の 音 声 出 力 を 、 左 右 の ヘ ッ ドフ ォ ン に 出 力 した 音

響 変 換 装 置 の プ ロ ック 図 。

[ 図 11] ィ ャ フ ォ ン とス ピー カ の 周 波 数 特 性 の 一例 。

[ 図 12] ス ピー カ か らの 音 声 出 力 とィ ャ フ ォ ン との 特 性 を整 合 させ るた め の 低

域 通 過 型 フ ィル タ と信 号 処 理 部 及 び信 号 補 正 部 を設 けた 場 合 の ブ ロ ック 図 。

[ 図 13] 携 帯 電 話 を用 いた 本 発 明 に よ る音 響 変 換 装 置 の ブ ロ ック 図 。

[ 図 14] 携 帯 電 話 を用 いた 本 発 明 に よ る音 響 変 換 装 置 を利 用 した 具 体 例 。

[ 図 15] 頭 部 装 着 デ ィス プ レイ を用 いた 本 発 明 に よ る音 響 変 換 装 置 の 具 体 例 。

発 明 を実施 す るための形態

[0031 ] 以 下 図 面 を参 照 して 本 発 明 の 音 響 変 換 装 置 の 実 施 の 形 態 を詳 細 に説 明 す る

[0032] (実 施 例 1 )

図 1 は 、 本 発 明 に よ る音 響 変 換 装 置 1 0 の 基 本 的 な ブ ロ ック 図 で あ る 。 音

声 信 号 発 生 機 器 1 2 と外 部 音 声 出 力機 器 1 4 と内部 音 声 出 力機 器 1 6 とか ら

成 って い る 。 こ こで 、 音 声 信 号 発 生 機 器 1 2 は 、例 え ば 、 C D ( C o m p a

c t D I s k ) プ レ— \ ' 、 M ( r e q u e n c y M o d u l a t i

o n ) ラ ジオ 受信 機 等 で 、 外 部 音 声 出 力機 器 と内部 音 声 出 力機 器 へ それ ぞれ

チ ャ ンネ ル 以 上 の 音 声 信 号 を発 生 させ る機 器 で あ る 。 外 部 音 声 出 力機 器 1

4 は ス ピー 力 で あ り、聴 取 者 か ら離 れ た 位 置 に配 置 され る音 声 出 力源 で あ る



。また、内部音声出力機器 1 6 は、人体の内部、特に頭部の内部に音声が定

位 される出力機器であ り、ィャフォン、ヘ ッ ドフォン等を使用する。また、

ィャフォン、ヘ ッ ドフォンはワイヤ レス方式としてもよい。骨伝導方式のィ

ャフォンやへ ッ ドフォンも利用できる。

[0033] 外部音声出力機器 1 4 による音声の再生方式としては、最 も簡易な 1 つの

ス ピーカか らなるモノラル再生方式、 2 チャンネルの音声信号を再生するス

テ レオ再生方式、立体的な音響空間を提供する多数ス ピーカ再生方式等があ

る。

[0034] モノラル再生方式は、簡易な音声再生方式として低 コス 卜の装置に使用 さ

れている。ステ レオ再生方式は、 2 チャンネル間に音量の レベル差や時間差

をつけて提示される。空間的な音響効果を生 じさせるために、耳が感 じる音

圧を例 えば頭部伝達関数によ り音声信号処理を行い、音の方向の任意に定位

させる拡張が行われる場合もある。多数ス ピーカで立体的な音響空間を目的

に した多数ス ピーカ再生方式は、一般的には、聴取者の前に左ス ピーカ、右

ス ピーカとセンタス ピーカを配置 し、聴取者の後部に、左後部ス ピーカと右

後部ス ピー力を配置 して立体的な音響空間を提供する。

[0035] 従来、立体的な音響空間の提供は外部音声出力源 としてス ピーカのみか ら

なる音響空間、または、耳近傍か らの音声出力源 としてィャフォンやヘ ッ ド

フォン等の内部音声出力源のみか らなる音響空間であった。これに対 して本

発明による音響空間は、外部音声出力源 と内部音声出力源を同時に使用 し、

人体の外部 と内部両方に音声を定位 させることを特徴 としてお り、従来に無

い新たな音響空間を提供するものである。

[0036] 本発明は、ス ピーカによる外部音声 とィャフォンまたはヘ ッ ドフォンによ

る内部音声 とを同時に聴 くことが必要であるため、ィャフォンまたはへ ッ ド

フォンはオープンエア型の機器であることが望ま しい。そ して、耳が完全に

開放 される骨伝導ィャフォンであればさらに効果的である。

[0037] 図 2 は、よ り具体的に本発明を説明するために、外部音声出力と内部音声

出力がモノラル再生方式である場合の本発明による音響変換装置を具体的に



示 した ブロック図である。音声信号発生機器 1 2 は、音声入 力部 2 0 によ り

、音声 を入 力す る。入 力方法 は、マイク入 力の他 、オーデ ィオ カセ ッ トテ一

プ、 C D 、 D V D ( D i g i t a l V i d e o D i s k ) 、 ブル一 レイ

デ ィスクは じめ音声入 力ができる方法であれ ば どの方法で もよい。記憶部 2

2 は、入 力 された音声信号 を格納す る。音声信号処理回路 2 4 では、音声デ

ー タを符号化 した り、復号化 した りす るための回路である。出力信号処理部

2 6 では音声の出力信号 を各出力機器 に対応す る処理 を行 う。ア ンプ 2 8 に

よ り外部音声信号が増幅 され 、ス ピー カ 3 0 か ら出力 され る。内部音声信号

は、ヘ ッ ドフォン 3 2 か ら出力 され 、頭部 内に音源が定位 され る。

[0038] 図 3 は、外部音声出力 と内部音声出力がモノラル再生方式である場合 に対

す る本発 明の具体 的な概念図である。音声信号発生器 1 2 か らは、外部音声

出力用の音声信号 と内部音声出力用の音声信号が供給 され る。聴取者 は、へ

ッ ドフォン 3 2 を装着 して内部音 を聴 き、 さらにス ピー カ 3 0 か らの外部音

を加 えて同時に聴 くことで、新たな音響空間 を構成す る ことができる。

[0039] 図 4 は、外部音声出力 と内部音声出力がステ レオ再生方式である場合の本

発 明による音響変換装置 を具体 的に示 した ブロック図である。ア ンプ 2 8 は

、聴取者の左右のス ピー カ 3 0 に対応 したア ンプ R 2 8 - とア ンプ L 2 8

_ 2 を備 え、ス ピー カ R 3 0 - とス ピー カ L 3 0 — 2 か ら外部音声が出力

され る。また、ヘ ッ ドフォン R 3 2 — 1 とヘ ッ ドフォン L 3 2 — 2 か らステ

レオ方式の内部音声 を同時に聴 く。

[0040] 図 5 は、外部音声出力 と内部音声出力がステ レオ再生方式である場合の本

発 明による音響変換装置の具体 的な概念図である。 この場合 は、 2 チ ャンネ

ルの音声信号 に対 して、へ ッ ドフォン 3 2 を左右 に装着 して聴 く事 にな り、

図 3 で示 した場合 に対 して さらに臨場感が ある音響空間 を体験す る ことがで

さる。

[0041 ] 図 6 は、多数ス ピー カを使用 した立体音響空間効果 をもつ音声再生方式に

加 えて、 さらに内部音声出力機器 を設 けた音響変換装置 を具体 的に示 した ブ

ロック図である。出力信号処理部 2 6 では、立体 的な音響効果 を表現す るた



めの信号処理を行っている。

[0042] 外部音声出力機器へは音声を増幅するために 5 つのアンプ2 8 _ 1 〜 2 8

_ 5 を用いている。アンプ2 8 は、それぞれのアンプが 5 つのスピーカ 3 0

_ 1 〜 3 0 _ 5 に接続される。スピー力 3 0 は、聴取者の前方右側に配置す

るスピー力R 3 0 _ 1 、前方中央部に配置するスピー力C 3 0 _ 3 、前方左

側に配置するスピー力 L 3 0 _ 2 、後方右側に配置するスピー力R R 3 0 _

4 と後方左側に配置するスピ一力R L 3 0 _ 5 とで構成されている。

[0043] さらに、内部音声出力用として、ヘッドフォン3 2 を使用する。ヘッドフ

オン3 2 は左右の耳に対応して、右耳にへッドフォンR 3 2 _ 1 、左耳にへ

ッドフォン L 3 2 — 2 を装着する。

[0044] 図 7 は、図 6 で説明した本発明による立体音響空間の具体的な概念図であ

る。このような音響空間により、人体の外部と内部からの音響効果が発生す

るため、従来にない新たな迫力ある臨場感を伴った音響空間を体験できるこ

とになる。

[0045] (実施例 2 )

実施例 1 では、従来の音声入力の他に内部音声用の入力信号を新たに入力

する必要があつたが、本発明は、従来の音声信号を使用しても、実現するこ

とが可能である。

[0046] 図 8 は、従来のステレオ再生方式による音声再生機器である。音声入力部

2 0 では左右の音声出力機器に対応した 2 チャンネルの音声信号が入力され

る。記憶部 2 2 に音声信号が格納されていてもよい。入力された音声信号は

、信号処理部 2 4 、出力信号処理部 2 6 により信号処理され、外部音声出力

の場合は、聴取者の右側のスピ一力R 3 0 _ 1 から、アンプR 2 8 _ 1 で増

幅された音声が出力され、左側のスピーカ L 3 0 — 2 からは、アンプ L 2 8

_ 2 で増幅された音声が出力される。スピーカ 3 0 とへッドフォン3 2 は、

へッドフォンプラグ 3 をジャック 3 3 に差し込むことにより切替部 2 7 が

連動して動作し、出力信号がへッドフォン3 2 側への R側ジャック線 2 9 _

と L 側ジャック線 2 9 — 2 に接続するように構成されている。



[0047] 図 9 は、ステレオ再生方式の音声信号を用いて、本発明を適用した例を示

すブロック図である。本発明では、例えば、右側の音声信号をスピーカ 3 0

から、左側の音声信号をへッドフォン3 2 から出力するように切替部 2 7 に

おいて切り替えることができるようにしている。図 9 においては、外部音声

出力用の左側音声信号線と右側音声信号線はひとつに接続され、左側アンプ

L 2 8 - 2 には右側音声信号が流れ、スピーカ L 3 0 _ 2 にも増幅された右

側音声信号が供給される。また、このとき、ヘッドフォン3 2 の R側ジャッ

ク線 2 9 _ 1 と L 側ジャック線 2 9 _ 2 には同じ左側音声信号が流れる。

[0048] 従来はスピーカのみ、或いはヘッドフォンのみで左右の音声信号を出力し

た音響空間であつたが、一方の音声信号をスピーカ 3 0 、他の音声信号をへ

ッドフォン3 2 から出力するように切替部 2 7 で切り替えることで、新たな

音響空間を提供することが出来る。

[0049] (実施例 3 )

本発明による新たな音響空間は、従来の音声信号を利用した多数スピーカ

再生方式についても適用できる。

[0050] 図 1 0 は、複数のスピーカにより提供される立体音響空間に対して、本発

明を適用した場合のブロック図である。従来は、出力信号処理部 2 6 から供

給される音声信号は、前方右側のスピー力R 3 0 _ 1 、前方中央のスピー力

C 3 0 _ 3 、前方左側のスピ一力 L 3 0 _ 2 、後方右側のスピ一力R R 3 0

_ 4 と後方左側のスピ一力R L 3 0 — 5 の 5 チヤンネルであり、ヘッドフォ

ン3 2 で聴くときは、 2 チャンネルに統合されて音声出力されている。本発

明は、スピーカ 3 0 に供給される 5 チャンネルの音声信号のうち、後部スピ

—力R R 3 0 _ 4 と後部スピ一力R L 3 0 _ 5 に供給される音声信号を、へ

ッドフォンR 3 2 - とへッドフォン3 2 — 2 に供給することにより新たな

音響空間を実現する。スピ一力R R 3 0 _ 4 とスピーカR L 3 0 _ 5 に供給

される音声信号をアンプR R 2 8 — 4 、アンプR L 2 8 — 5 の手前で切り替

えて、信号線を、ヘッドフォンR 3 2 _ 1 とヘッドフォン L 3 2 — 2 に接続

する。これにより、音声出力は、前方にあるスピーカR 3 0 _ 1 、スピーカ



C 3 0 _ 3 とス ピー カ L 3 0 _ 2 か らなる外部音声出力 と、ヘ ッ ドフォン R

3 2 - 及 びへ ッ ドフォン L 3 2 _ 2 か らなる内部音声出力 とで新たな音響

空間が構成 され る。

[0051 ] もち ろん、内部出力音声 は他の音源 、すなわ ちス ピー カ R 3 0 _ 1 、ス ピ

— 力 C 3 0 _ 3 とス ピー カ L 3 0 _ 2 か らの音源 を使用 して もよい。

[0052] (実施例 4 )

本発 明では、外部音声出力機器 と内部音声出力機器 を使用す るが、具体 的

には外部音声出力用の機器 と してはス ピー 力であ り、内部音声出力用の機器

と してはへ ッ ドフォンゃィャ フォンあるいは骨伝導ィャ フォン等である。 し

か し、ス ピー カ とィャ フォンはその音声出力の再生範囲、特 に周波数特性 に

おいて相違 し、音声出力の整合が とれず音声信号の処理 をす る ことが必要 と

され る場合が ある。

[0053] 図 1 1 は、ス ピー カ とィャ フォンの周波数再現範囲 3 4 の一例 である。図

1 において、ス ピー カの周波数特性 3 6 は周波数が低 い領域か ら高 い領域

まで比較的 フラ ッ トな応答性 を示 してお り、通常は 1 O H z か ら 2 0 k H z

程度の範囲である。ィャ フォンの周波数特性 3 8 は、 2 0 0 H z 以下の低周

波数領域 と 5 k H z 以上の高周波数領域 では応答特性が低下 している。ィャ

フォンは構造的に小型であるため低周波数領域の再生が難 しく、また、高周

波数領域 において もス ピー カに対 してはその応答特性が劣るのが一般的であ

る。 もちろんィャ フォンの機種 によって も特性 は様 々であるが、ス ピー カ と

の違 いによ り音質に差が出る ことは避 け られ ない。

[0054] 本発 明では、ス ピー カ とィャ フォンの特性 を整合 させ る ことで、外部音声

と内部音声 を違和感な く聴 くことできると考 え られ る。そのためには、まず

、高周波数領域 では、ス ピー カに供給 され る音声信号 を、ィャ フォンの周波

数特性 に合わせて高周波数領域 をカ ッ トす る。図 1 1 の例 では、ィャ フォン

の応答性 は約 5 k H z を超 えると低下 している。ィャ フォンの特性 とス ピ一

力の特性 を合わせ るために、ス ピー カに供給 され る音声信号 にカ ツ トオ フ周

波数 を 5 k H z とす る低域通過型 フィル タを設 ける。ス ピー カか らの音質は



低下するものの、ィャフォンと整合された音質により、自然な感覚で聴く事

ができる。

[0055] 次に低周波数領域は、図 1 1 の例では約 2 0 0 H z 以下で応答特性が低下

している。この場合、スピーカの周波数特性も2 0 0 H z 以下の周波数領域

をカツ卜して音質を整合させてもよいが、高周波数と低周波数をカツ卜する

と更なる音質の低下が生ずる。低周波数の音は、体全体に響く感覚があるた

め、ィャフォンに供給される音声信号を分枝させて、 2 0 0 H z 以下の周波

数成分取り出す低域通過型フィルタを介して、外部音声用のスピー力音に重

畳する。これにより、ィャフォンへ供給される音声信号の低周波数領域が再

現されることになるが、内部音声用の信号であり、遠近感を出す信号処理を

して外部音声に重畳する。

[0056] 図 1 2 は、図 4 に示した 2 スピーカのステレオ再生方式に適用した例であ

り、スピーカ 3 0 への音声信号に高周波数領域をカツ卜する低域通過型ファ

ィルタA 4 0 を設ける。さらに、ィャフォン特性により劣化する低周波数領

域をカバーするために、ィャフォンへの音声信号を分枝して、低周波数領域

を取り出し、低域通過型フィルタB 4 2 と信号処理部 4 4 を介してスピーカ

3 0 用のアンプ2 8 に重畳して出力させる。

[0057] 出力信号処理部 2 6 からスピーカR 3 0 _ 1 へ供給される外部音声信号は

、ィャフォン4 6 の特性に合わせて例えば力ットオフ周波数を 5 k H z とす

る低域通過型フィルタA 4 0 — 1 を通り、その後、アンプR 2 8 — 1 により

増幅される。スピーカ L 3 0 _ 3 に供給される信号に対しても同様に、低域

通過型フィルタA 4 0 — 2 を設ける。低域通過型フィルタA 4 0 のカツトォ

フ周波数は、ィャフォン4 6 の周波数応答特性に合わせて任意に調整可能と

することにより、ィャフォンの機種が変わっても対応できる。

[0058] ィャフォン4 6 への内部音声信号は、低周波数領域の再現性をカバーする

ために、ィャフォンR 4 6 — 1 とィャフォン L 4 6 — 2 への内部音声信号を

分枝して、それぞれにカツトオフ周波数を 2 0 0 H z とする内部音声低域通

過型フィルタB 4 2 — 1 、4 2 — 2 を設ける。ここでの内部音声低域通過型



フィルタB 4 2 — 1 、 4 2 — 2 は、ィャフォン4 6 — 1 、 4 6 — 2 で出力さ

れる内部音声信号の低周波数領域の信号成分を取 り出すためであり、信号処

理部 4 4 _ 1 、 4 4 _ 2 を介 して、ス ピーカ 3 0 用の外部音声信号に重畳さ

れる。内部音声信号の信号処理部 4 4 では、内部音声出力に類似 した音声効

果が得 られるように、例えば残響効果を少なくする等の処理を行っている。

[0059] さらに外部音声と内部音声とでは、聴取者が聞 く場合に音響空間的な相違

がある。例えば、外部音声は周囲からの残響効果や、物理的に外部音声出力

を行うス ピーカから聴取者までの音声伝播時間による遅延を伴 うことは避け

られない。このために、内部音声信号には信号補正部 4 8 _ 1 、 4 8 — 2 を

設け、少なくとも残響効果の付加と時間的遅延処理をした信号をィャフォン

4 6 _ 1 、 4 6 _ 2 に送る。信号補正部 4 8 での処理は、残響効果と時間的

遅延に限定されず、これ以外の処理を行ってもよい。

[0060] このような外部音声信号と内部音声信号の補正することで、出力機器の特

性や音響空間的な相違を少なくすることができる。

[0061 ] (実施例 5 )

音声信号発生機器は、音声に限らず視覚情報としての画像表示が備えられ

ていてもよい。例えば、テレビ画面であった り、画像出力を伴 うD V D再生

画面であった り、最近では 3 次元の映像表示装置もある。また、携帯用の移

動端末として、携帯電話、音楽再生プレーヤやゲーム機等があり、何れの場

合に対 しても本発明は適用可能である。テレビ画面や D V D再生画面では、

特に蛇口から流れる水の音など、身体の周 りが何かに満たされているような

音を、ス ピーカからィャフォンに移動させると、身体が水の中に入っていく

ように感 じる。また、心臓の音や息遣いという、人間の自ら発する音を、ィ

ャフォンからス ピーカへ移せば、意識が外に向きやす くなる効果が生ずる。

[0062] 出力画面が例えば野球やサッカー実況中継である場合に、アナウンサーの

音声や解説者の音声などの出力画面を音源としない音声を、ィャフォンから

出力し、球場あるいは球技場の雰囲気を、収音マイクを通 してス ピーカから

出力することで、より臨場感のある音響空間が提供できる。



[0063] (実施例 6 )

本発明は、携帯電話や音楽プレーヤ等の移動用端末にも容易に適用できる

[0064] 図 1 3 は、携帯電話 5 0 に本発明を適用した場合についてのブロック図で

ある。C P U 5 2 は、記憶部 5 4 内にインス ！ ルされた制御プログラムに

応じてこの携帯電話 5 0 の動作を制御する。記憶部 5 4 はフラッシュメモリ

等の不揮発性メモリである。記録メディア 5 6 は、着脱自在なスマー トメデ

ィァ等の可搬型メモリで、画像データ、各種のデータ、プログラムなどを外

部から供給する。メモリ5 8 は、ワーク領域を有する内部メモリで、例えば

、D A M 、 y n a m i c a n d o m A c c e s s M e m o r y

) などによって構成されている。

[0065] 無線部を構成するアンテナ 6 0 が接続された電話通信部 6 2 は、受信側か

ら信号を取り込んで復調した後、この音声信号を音響制御部 7 4 に与えて受

話スピーカ7 8 から出力させる。また、音楽ファイル等の音楽を楽しむ場合

などは内蔵スピーカ8 0 から音声を出力させたり、切替部 8 4 を介して左右

の携帯用ィャフォンR 8 2 _ 1 、携帯用ィャフォンL 8 2 — 2 から出力させ

たりする。音声信号は、内蔵スピーカ8 0 により出力する場合はモノラルで

あり、携帯用ィャフォンにより出力する場合は2 チャンネルのステレオ音と

なる。この制御は、音響制御部 7 4 で行われる。また、音声情報の送信は、

音声マイク7 6 から入力された音声信号を音響制御部 7 4 から取り込み、電

話通信部 6 2 からアンテナ 6 0 により送信する。

[0066] メイン表示部 6 6 は、画像制御部 6 4 により制御された文字情報、各種の

メッセージなどを高品位に表示する液晶表示装置などであり、装置本体の背

面側に設けられたサブ表示部 6 8 は、現在日時、簡易なメッセージ、アイコ

ンなどを表示する。キー操作部 7 0 は、数字入力、文字入力、コマンド入力

などを行うもので、電話の通話開始を指示するキー、通話終了を指示するキ

一、音楽ファイル 録音ファイルの再生出力を指示する再生キーなどを有し

ている。



[0067] 左右の耳に装着して使用する携帯用ィャフォンR 8 2 _ 1 と携帯用ィャフ

オン L 8 2 — 2 は、切替部 8 4 にィャフォンプラグを挿入して携帯電話 5 0

の本体と接続 し、音楽ファイルの再生などで使用する。携帯用ィャフォンR

8 2 — 1 、携帯用ィャフォン L 8 2 — 2 を接続せずに音楽ファイルを再生さ

せる場合は、内蔵スピーカ 8 0 から音声を出力している。内蔵スピーカ 8 0

または携帯用ィャフォンR 8 2 _ 1 、携帯用ィャフォン L 8 2 — 2 で音声出

力している最中に電話の通話開始操作が行われた際には、その受話音声の出

力先を受話スピーカ 7 8 に切り替え、電話の通話終了操作が行われた際には

、再度出力先を内蔵スピーカ 8 0 または携帯用ィャフォンR 8 2 _ 1 及び携

帯用ィャフォン8 2 — 2 に戻すようになつている。

[0068] 本発明は、携帯電話が主に音楽ファイル等の音声信号の出力機器として使

用されているときに適用され、図 1 4 に具体的な実施例を示している。内蔵

スピーカ 8 0 から音楽を聴く場合はモノラルであり、携帯用ィャフォンR 8

2 - と携帯用ィャフォン L 8 2 — 2 を通して聴くときはステレオ音となる

場合である。この場合の通常使用されるモー ドと本発明による使用モー ドの

切り替えは、手動で切替部操作ポタン8 6 により行われる。本発明による使

用モ一 ドでは、左右のステレオ音の一方を外部音声として内蔵スピー力 8 0

から出力し、他のステレオ音を携帯用ィャフォンR 8 2 _ 1 と携帯用ィャフ

オン L 8 2 _ 2 に接続 して音声信号を供給する。 最近では、内蔵スピーカ

でもステレオ音を再生すベく、 2 っスピー力を備えた移動用端末もあるが、

このような場合であっても、本発明は適用できる。いずれにしろ、内蔵スピ

—力または携帯用ィャフォンへの 2 チャンネルの音声情報源があればよい。

[0069] このように、携帯電話等の移動用端末においても本発明による音響空間を

提供でき、従来体験できなかつた新たな音響空間を楽しむことができる。

[0070] (実施例 7 )

本発明は、特に立体テレビや頭部装着ディスプレイであるH M D ( H e a

d M o u n t e d d i s p l a y ) に対して適用することで効果が顕著

となる。



[0071 ] 図 1 5 は、頭部装着デ ィス プ レイ 9 0 を使用 している場合に本発明を適用

した具体例 である。頭部装着デ ィス プ レイ 9 0 は、映像 と音響 を用 いた 3 次

元空間再現 システムである。基本的な構成は、左右の眼に対す る表示装置 9

2 と左右の耳への音声信号出力用の H M D 用へ ッ ドフォン 9 4 とか らなる。

制御部 （図示せず。）では、映像信号源、奥行信号発生器、高速位相変調器

、音響信号発生器、残響合成回路等か らな っている。視界 を外部か ら遮断 し

て仮想的な 3 次元空間を提示す るシステムであ り、音声出力機器 と して H M

D 用ス ピーカ 9 8 を使用 し、頭部装着デ ィス プ レイ 9 0 と接続 コ 一 ド9 6 で

接続 して H M D 用へ ッ ドフォン 9 4 と併用す ることによ り実現できる （ただ

し、頭部装着デ ィス プ レイ 9 0 と H M D 用ス ピーカ 9 8 の接続 は、ワイヤ レ

スでもよい）。立体的な表示画面 とともに、人体の内部か ら外部へ、あるい

は逆に人体の外部か ら内部への音響効果によ り、 これ までにない臨場感 を感

ず ることができる。

[0072] 以上、本発明の実施例 を説明 したが、本発明はその 目的 と利点を損な うこ

とのない適宜の変形を含み、更に、上記の実施形態 よる限定は受けない。



請求の範囲

[請求項 1] 音声信号発生機器 と、

聴取者の耳近傍 に装着可能な少な くとも 1 つの内部音声出力機器 と

聴取者か ら離れた位置 にある少な くとも 1 つの外部音声出力機器 と

を備 え、

前記内部音声出力機器 と前記外部音声出力機器 を同時に出力可能 と

して異なる音声情報 を出力 し、前記内部音声出力機器 と前記外部音声

出力機器 よ り音声 を聴 くこと、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項2] 請求項 1 に記載の範囲において、

前記外部音声出力機器 は、ス ピーカであること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項3] 請求項 1 又は請求項 2 の いずれかに記載の範囲において、

前記内部音声出力機器 は、ィャ フォンまたはへ ッ ドフォンであるこ

と、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項4] 請求項 3 に記載の範囲において、

前記ィャ フォンまたは前記へ ッ ドフォンは、オー プンエア型である

こと、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項5] 請求項 1 又は請求項 2 の いずれかに記載の範囲において、

前記内部音声出力機器 は、骨伝導ィャ フォンであること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項6] 請求項 3 か ら請求項 5 の いずれかに記載の範囲において、

前記内部音声出力機器 は、ワイヤ レスタイプであること、

を特徴 とす る音響変換装置。



[請求項7] 請求項 1 か ら請求項 6 の いずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 は、ステ レオ タイプの 2 つの音声信号 を発生

し、いずれか一方の音声信号 を外部音声出力機器 に供給 し、他の一方

の音声信号 を前記内部音声出力機器 に供給す ること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項8] 請求項 1 か ら請求項 6 の いずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 は、 3 つ以上の音声信号 を発生 し、

前記複数の音声信号の うち、少な くとも 1 又は 2 の音声信号 を前記

内部音声出力機器 に供給す ること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項9] 請求項 1 か ら請求項 6 の いずれかに記載の範囲において、

前記外部音声出力機器 は、前記音声信号発生機器 にモノラル タイプ

またはステ レオ タイプの音声出力機器 と して一体的に内蔵 され、ィャ

フォンまたはへ ッ ドフォンプラグを前記音声信号発生機器 に挿入 して

音声 を聴 くときには、ステ レオ タイプで左右の音声 を出力す る前記音

声信号発生機器 に対 して、左右の音声信号のいずれか一方 を内蔵 され

た前記外部音声出力機器か ら、他の一方 を左右の前記内部音声出力機

器か ら出力す ること

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 10 ] 請求項 9 に記載の範囲において、

前記外部音声出力機器が前記音声信号発生機器 に一体的に内蔵 され

た音声出力機器 は、携帯用機器であること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 11] 請求項 1 0 に記載の範囲において、

前記携帯用機器 は、携帯電話、ラジオ受信機、音楽 プ レーヤ又はゲ

—ム機であること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 12] 請求項 1 0 又は請求項 1 1 の いずれかに記載の範囲において、



前記内部音声出力機器へ供給 され るステ レオ タイプの音声信号の一

方の音声信号 を、前記外部音声出力機器 に切 り替 え可能 と した切替部

を設 けた こと、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 13] 請求項 1 か ら請求項 1 2 の いずれかに記載の範囲において、

前記内部音声出力機器への音声信号 に対 し、少な くとも外部音声出

力の残響効果および聴取者 までの音声伝播の遅延時間の差 を補正す る

信号補正部 を有 していること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 14] 請求項 1 か ら請求項 1 3 の いずれかに記載の範囲において、

前記外部音声出力機器 と前記内部音声出力機器 との高周波数領域 に

おける特性 を整合 させ るため、前記外部音声出力機器 または前記内部

音声出力機器 に供給 され る音声信号回路の一方に、低域通過型 フ ィル

タを備 えた こと、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 15] 請求項 1 4 に記載の範囲において、

前記低域通過型 フィル タのカ ツ トオ フ周波数 を可変 と し、前記外部

音声出力機器 と前記内部音声出力機器 との音再生域のバ ランスをとる

ために調整可能であること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 16] 請求項 1 か ら請求項 1 4 の いずれかに記載の範囲において、

前記内部音声出力機器 に供給 され る音声信号が前記内部音声出力機

器の性能に依存 して再生特性が劣化す る低周波数領域分 を外部音声出

力機器か ら出力させ るために、前記外部音声出力機器 に、内部音声信

号低域通過型 フィル タを通過 した低周波領域の信号 を加 えること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 17] 請求項 1 6 に記載の範囲において、

前記内部音声低域通過型 フィル タの低周波数領域 におけるカ ツ トォ



フ周波数 を可変 と し、 さらに内部音声低域通過型 フィル タ通過 した音

声信号 を、内部音声に近似 させ るための信号処理部 を設 けた こと、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 18 ] 請求項 1 か ら請求項 6 のいずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 は、動画像 を含む画像情報の出力画面を備 え

前記出力画面を音源 とす る音は、前記外部音声出力機器か ら音声が

出力され、

前記出力画面のアナウンサーの音声や解説者の音声な どの前記出力

画面の画面を音源 と しない音声 を、前記内部音声出力機器か ら出力す

ること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 19] 請求項 1 か ら請求項 6 のいずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 は、動画像 を含む画像情報の出力画面を備 え

前記出力画面を音源 とす る音は、前記内部音声出力機器か ら音声が

出力され、

前記出力画面のアナウンサーの音声や解説者の音声な どの前記出力

画面の画面を音源 と しない音声 を、前記外部音声出力機器か ら出力す

ること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 20] 請求項 1 か ら請求項 6 の いずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 は立体テ レビであること、

を特徴 とす る音響変換装置。

[請求項 2 1] 請求項 1 か ら請求項 6 の いずれかに記載の範囲において、

前記音声信号発生機器 には、頭部装着デ ィス プ レイを備 えているこ

と、

を特徴 とす る音響変換装置。
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